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根拠法令 

 

〇高齢者の医療の確保に関する法律（抜粋） 

(高齢者保健事業に関する情報の提供) 

第百二十五条の三 後期高齢者医療広域連合は、被保険者ごとの身体的、精神的及び社会的

な状態の整理及び分析を行い、被保険者に対する高齢者保健事業の効果的かつ効率的な

実施を図る観点から、必要があると認めるときは、市町村及び他の後期高齢者医療広域連

合に対し、当該被保険者に係る医療及び介護に関する情報等(当該被保険者に係る療養に

関する情報若しくは健康診査若しくは保健指導に関する記録の写し若しくは特定健康診

査若しくは特定保健指導に関する記録の写し、国民健康保険法の規定による療養に関す

る情報又は介護保険法の規定による保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情

報をいう。以下この条及び次条において同じ。)その他高齢者保健事業を効果的かつ効率

的に実施するために必要な情報として厚生労働省令で定めるものの提供を求めることが

できる。 

２ 市町村は、前条第一項前段の規定により、後期高齢者医療広域連合が行う高齢者保健事

業の委託を受けた場合であつて、被保険者ごとの身体的、精神的及び社会的な状態の整理

及び分析を行い、被保険者に対する高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施を図る観

点から、必要があると認めるときは、他の市町村及び後期高齢者医療広域連合に対し、当

該被保険者に係る医療及び介護に関する情報等その他高齢者保健事業を効果的かつ効率

的に実施するために必要な情報として厚生労働省令で定めるものの提供を求めることが

できる。 

３ 前二項の規定により、情報又は記録の写しの提供を求められた市町村及び後期高齢者

医療広域連合は、厚生労働省令で定めるところにより、当該情報又は記録の写しを提供し

なければならない。 

４ 前条第一項前段の規定により委託を受けた市町村は、効果的かつ効率的で被保険者の

状況に応じたきめ細かな高齢者保健事業を実施するため、前項の規定により提供を受け

た情報又は記録の写しに加え、自らが保有する当該被保険者に係る特定健康診査若しく

は特定保健指導に関する記録、国民健康保険法の規定による療養に関する情報又は介護

保険法の規定による保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情報を併せて活用

することができる。 

 

 

〇高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（抜粋） 

(法第百二十五条の二第一項、第百二十五条の三第一項及び第二項並びに第百二十五条の四

第一項及び第二項の厚生労働省令で定める情報) 

第百十二条の二 法第百二十五条の二第一項、第百二十五条の三第一項及び第二項並びに

資料３－２ 
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第百二十五条の四第一項及び第二項の厚生労働省令で定める情報は、被保険者の身体的、

精神的及び社会的な特性に関する調査により得られた情報であって、法第百二十五条第

一項に規定する高齢者保健事業、国民健康保険法第八十二条第三項に規定する高齢者の

心身の特性に応じた事業又は介護保険法第百十五条の四十五第一項から第三項までに規

定する地域支援事業の実施に必要な情報とする。 

 

 (市町村又は後期高齢者医療広域連合が行う情報又は記録の写しの提供) 

第百十二条の三 法第百二十五条の三第一項又は第二項の規定により情報又は記録の写し

の提供を求められた他の市町村又は後期高齢者医療広域連合は、同条第三項の規定によ

り当該情報又は記録の写しを提供するに当たっては、被保険者に係る医療及び介護に関

する情報等(当該被保険者に係る療養に関する情報並びに健康診査及び保健指導に関す

る記録並びに特定健康診査及び特定保健指導に関する記録、国民健康保険法の規定によ

る療養に関する情報並びに介護保険法の規定による保健医療サービス及び福祉サービス

に関する情報をいう。)に係るデータベース(情報の集合物であって、それらの情報を電子

計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したものをいう。)であって、

国保連合会が構成するものを用いて提供する方法その他適切な方法により行うものとす

る。 
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【参考】高齢者の医療の確保に関する法律（抜粋） 

(高齢者保健事業) 

第百二十五条 後期高齢者医療広域連合は、高齢者の心身の特性に応じ、健康教育、健康相

談、健康診査及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力に

ついての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業(以下「高齢者保健

事業」という。)を行うように努めなければならない。 

２ 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たつては、医療保険等関連情報

を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 

３ 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たつては、市町村及び保険者と

の連携を図るとともに、高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえ、高齢者保健

事業を効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとするため、市町村

との連携の下に、市町村が実施する国民健康保険法第八十二条第三項に規定する高齢者

の心身の特性に応じた事業(次条第一項において「国民健康保険保健事業」という。)及び

介護保険法第百十五条の四十五第一項から第三項までに規定する地域支援事業(次条第

一項において「地域支援事業」という。)と一体的に実施するものとする。 

４ 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たつては、効果的かつ効率的で

被保険者の状況に応じたきめ細かな高齢者保健事業の実施が推進されるよう、地方自治

法第二百九十一条の七に規定する広域計画(次条第一項において「広域計画」という。)に、

後期高齢者医療広域連合における市町村との連携に関する事項を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

５ 後期高齢者医療広域連合は、被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被

保険者の療養環境の向上のために必要な事業、後期高齢者医療給付のために必要な事業、

被保険者の療養のための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行うことができ

る。 

６ 厚生労働大臣は、第一項の規定により後期高齢者医療広域連合が行う高齢者保健事業

に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、指針の公表、情報の提供その他の必要な

支援を行うものとする。 

７ 前項の指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に関する基本的事項 

二 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けた後期高齢者医療広域連合及び次

条第一項前段の規定により委託を受けた市町村が行う取組に関する事項 

三 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けた後期高齢者医療広域連合及び次

条第一項前段の規定により委託を受けた市町村に対する支援に関する事項 

四 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けた後期高齢者医療広域連合と市町

村との連携に関する事項 

五 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けた後期高齢者医療広域連合と地域
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の関係機関及び関係団体との連携に関する事項 

六 その他高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けて配慮すべき事項 

８ 第六項の指針は、健康増進法第九条第一項に規定する健康診査等指針、国民健康保険法

第八十二条第九項に規定する指針及び介護保険法第百十六条第一項に規定する基本指針と

調和が保たれたものでなければならない。 

 

(高齢者保健事業の市町村への委託) 

第百二十五条の二 後期高齢者医療広域連合は、当該後期高齢者医療広域連合の広域計画

に基づき、高齢者保健事業の一部について、当該後期高齢者医療広域連合に加入する市町

村に対し、その実施を委託することができるものとし、当該委託を受けた市町村は、被保

険者に対する高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施を図る観点から、その実施に関

し、国民健康保険保健事業及び地域支援事業との一体的な実施の在り方を含む基本的な

方針を定めるものとする。この場合において、後期高齢者医療広域連合は、当該委託を受

けた市町村に対し、委託した高齢者保健事業の実施に必要な範囲内において、自らが保有

する被保険者に係る療養に関する情報又は健康診査若しくは保健指導に関する記録の写

しその他高齢者保健事業を効果的かつ効率的に実施するために必要な情報として厚生労

働省令で定めるものを提供することができる。 

２ 前項前段の規定により委託を受けた市町村の職員又は職員であつた者は、高齢者保健

事業の実施に関して知り得た個人の秘密を正当な理由がなく漏らしてはならない。 
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【参考】国民健康保険法（抜粋） 

第八十二条 市町村及び組合は、特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事業以外

の事業であつて、健康教育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防に係る

被保険者の自助努力についての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な

事業を行うように努めなければならない。 

２ 市町村及び組合は、前項の事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に関する法律

第十六条第一項に規定する医療保険等関連情報を活用し、適切かつ有効に行うものとす

る。 

３ 市町村は、第一項の規定により市町村が行う被保険者の健康の保持増進のために必要

な事業のうち、高齢者の心身の特性に応じた事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確

保に関する法律第百二十五条第一項に規定する高齢者保健事業及び介護保険法第百十五

条の四十五第一項から第三項までに規定する地域支援事業と一体的に実施するよう努め

るものとする。 

４ 市町村は、前項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業を行うに当たつて必要が

あると認めるときは、他の市町村及び後期高齢者医療広域連合(高齢者の医療の確保に関

する法律第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。次項において同じ。)に

対し、当該被保険者に係るこの法律の規定による療養に関する情報、高齢者の医療の確保

に関する法律の規定による療養に関する情報若しくは同法第百二十五条第一項に規定す

る健康診査若しくは保健指導に関する記録の写し若しくは同法第十八条第一項に規定す

る特定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録の写し又は介護保険法の規定による

保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情報その他高齢者の心身の特性に応じ

た事業を効果的かつ効率的に実施するために必要な情報として厚生労働省令で定めるも

のの提供を求めることができる。 

５ 前項の規定により、情報又は記録の写しの提供を求められた市町村及び後期高齢者医

療広域連合は、厚生労働省令で定めるところにより、当該情報又は記録の写しを提供しな

ければならない。 

６ 市町村は、第三項の規定により高齢者の心身の特性に応じた事業を実施するため、前項 

の規定により提供を受けた情報又は記録の写しに加え、自らが保有する当該被保険者に

係る療養に関する情報、高齢者の医療の確保に関する法律第十八条第一項に規定する特

定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録又は介護保険法の規定による保健医療サ

ービス若しくは福祉サービスに関する情報を併せて活用することができる。 

７ 市町村及び組合は、被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被保険者の

療養環境の向上のために必要な事業、保険給付のために必要な事業、被保険者の療養又は

出産のための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行うことができる。 

８ 組合は、第一項及び前項の事業に支障がない場合に限り、被保険者でない者にこれらの

事業を利用させることができる。 
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９ 厚生労働大臣は、第一項の規定により市町村及び組合が行う被保険者の健康の保持増

進のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、指針の公表、情報

の提供その他の必要な支援を行うものとする。 

１０ 前項の指針は、健康増進法(平成十四年法律第百三号)第九条第一項に規定する健康

診査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 

１１ 都道府県は、第一項の規定により市町村及び組合が行う被保険者の健康の保持増進

のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、当該事業の実施のた

めに必要な関係市町村相互間の連絡調整、専門的な技術又は知識を有する者の派遣、情報

の提供その他の必要な支援を行うよう努めなければならない。 

１２ 都道府県は、第一項の規定により市町村が行う被保険者の健康の保持増進のために

必要な事業を支援するため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県内の市町

村に対し、当該被保険者に係る次に掲げる情報の提供を求めることができる。 

一 保険医療機関等が第四十五条第四項(第五十二条第六項、第五十二条の二第三項及び

第五十三条第三項において準用する場合を含む。)の規定により行つた請求及び指定訪

問看護事業者が第五十四条の二第九項の規定により行つた請求その他の当該市町村に

よる保険給付の審査及び支払に係る情報(当該市町村が、その保険給付に関する事務を

国民健康保険団体連合会又は支払基金に委託した場合にあつては、当該委託された事

務に関し、国民健康保険団体連合会又は支払基金が保有する情報を含む。) 

二 当該都道府県内の市町村による高齢者の医療の確保に関する法律第十八条第一項に

規定する特定健康診査に関する記録の写しその他厚生労働省令で定める情報 
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【参考】介護保険法（抜粋） 

(地域支援事業) 

第百十五条の四十五 市町村は、被保険者(当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用被

保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている

住所地特例適用被保険者を含む。第三項第三号及び第百十五条の四十九を除き、以下この

章において同じ。)の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪

化の防止及び地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に

行うため、厚生労働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業(以

下「介護予防・日常生活支援総合事業」という。)を行うものとする。 

一 居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者(以下「居宅要支援被保

険者等」という。)に対して、次に掲げる事業を行う事業(以下「第一号事業」という。) 

イ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居

宅において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期間にわた

り日常生活上の支援を行う事業(以下この項において「第一号訪問事業」という。) 

ロ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設にお

いて、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期間にわたり日常

生活上の支援又は機能訓練を行う事業(以下この項において「第一号通所事業」とい

う。) 

ハ 厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域密着型

介護予防サービス事業又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業と一体的に行わ

れる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地域における自立した

日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行う事業(ニにおいて「第一号生

活支援事業」という。) 

ニ 居宅要支援被保険者等(指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係

る介護予防支援を受けている者を除く。)の介護予防を目的として、厚生労働省令で

定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応じて、

その選択に基づき、第一号訪問事業、第一号通所事業又は第一号生活支援事業その他

の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業(以下「第

一号介護予防支援事業」という。) 

二 被保険者(第一号被保険者に限る。)の要介護状態等となることの予防又は要介護状

態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業(介護予防サービス事業及び地域密

着型介護予防サービス事業並びに第一号訪問事業及び第一号通所事業を除く。) 

２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となるこ

とを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域におい

て自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲

げる事業を行うものとする。 
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一 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の把握、保

健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報の提供、関係機関

との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図るための総合的

な支援を行う事業 

二 被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険者の権

利擁護のため必要な援助を行う事業 

三 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計

画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サービスの利用状況

その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域におい

て自立した日常生活を営むことができるよう、包括的かつ継続的な支援を行う事業 

四 医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における医療を提

供する医療機関その他の関係者の連携を推進するものとして厚生労働省令で定める事

業(前号に掲げる事業を除く。) 

五 被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となることの予

防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備その他のこれらを促

進する事業 

六 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期における症状

の悪化の防止のための支援その他の認知症である又はその疑いのある被保険者に対す

る総合的な支援を行う事業 

３ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、厚生労

働省令で定めるところにより、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うことができる。 

一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業 

二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要な事業 

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者(当該市町村の区域内に所在する

住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。)の地域にお

ける自立した日常生活の支援のため必要な事業 

４ 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護保険の運

営の状況、七十五歳以上の被保険者の数その他の状況を勘案して政令で定める額の範囲

内で行うものとする。 

５ 市町村は、地域支援事業を行うに当たっては、高齢者保健事業(高齢者の医療の確保に

関する法律第百二十五条第一項に規定する高齢者保健事業をいう。以下この条及び第百

十七条第三項第六号において同じ。)を行う後期高齢者医療広域連合(同法第四十八条に

規定する後期高齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。)との連携を図ると

ともに、高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえ、地域支援事業を効果的かつ

効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとするため、高齢者保健事業及び国民

健康保険法第八十二条第三項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業(第百十七条
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第三項第六号において「国民健康保険保健事業」という。)と一体的に実施するよう努め

るものとする。 

６ 市町村は、前項の規定により地域支援事業を行うに当たって必要があると認めるとき

は、他の市町村及び後期高齢者医療広域連合に対し、被保険者に係る保健医療サービス若

しくは福祉サービスに関する情報、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養

に関する情報若しくは同法第百二十五条第一項に規定する健康診査若しくは保健指導に

関する記録の写し若しくは同法第十八条第一項に規定する特定健康診査若しくは特定保

健指導に関する記録の写し又は国民健康保険法の規定による療養に関する情報その他地

域支援事業を効果的かつ効率的に実施するために必要な情報として厚生労働省令で定め

るものの提供を求めることができる。 

７ 前項の規定により、情報又は記録の写しの提供を求められた市町村及び後期高齢者医

療広域連合は、厚生労働省令で定めるところにより、当該情報又は記録の写しを提供しな

ければならない。 

８ 市町村は、第五項の規定により地域支援事業を実施するため、前項の規定により提供を

受けた情報又は記録の写しに加え、自らが保有する当該被保険者に係る保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスに関する情報、高齢者の医療の確保に関する法律第十八条第一

項に規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録又は国民健康保険法の規

定による療養に関する情報を併せて活用することができる。 

９ 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、利用料

を請求することができる。 

 


